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（仮称）えりも岬風力発電所環境影響評価方法書に係る知事意見

本事業は、日高管内えりも町の約2,143.2haを対象事業実施区域として、最大50基の風車によ
る最大出力150,000kWの風力発電所を設懺する計画である。

対象事業実施区域の東側及び南側は日高山脈襟裳国定公園に隣接し、同区域及びその周辺には重
要野鳥生息地(IBA)や特定植物群落、保安林、自然度の高い植生といった重要な自然環境のまとま
りの場が存在しており、シマフクロウやタンチョウなどの希少鳥類の生息情報があるほか、対象事
業実施区域及びその周辺には住居や学校等が存在している。 また、対象事業実施区域は他事業者に
より計画中の風力発電事業と区域が大きく重複している。

以上を踏まえ、本事業による環境影響を回避又は十分に低減するため、事業者は次の事項に的確
に対応すること。

1 総括的事項
(1)今後の風力発電設備、変電設備、工事用道路等の設置等、事業の実施に伴う土地の改変箇所

等の決定、その他の事業計画の策定に当たっては、環境に配慮すべき区域を除外するなど、影
響の回避を最優先に環境保全措置を検討すること。

また、 2の個別的事項の内容を十分に踏まえ、可能な限り評価項目及び分類群ごとに複数の
専門家等の助言を得るなどしながら、各環境要素に係る環境影響について適切に調査を行い、
科学的知見に基づいて予測及び評価を実施し、その結果を事業計画に反映させること。 その過
程において、 重大な環境影響を回避又は十分低減できない場合若しくは回避又は低減できるこ
とを裏付ける科学的根拠を示すことができない場合は、事業規模の縮小など事業計画の見直し
を行うことにより、確実に環境影響を回避又は低減すること。

なお、予測の不確実性の程度が大きい選定項目について環境保全措置を講ずる場合や効果に
係る知見が不十分な環境保全措置を講ずる場合等においては、事後調査を実施すること。

(2)対象事業実施区域は、他事業者が先行して環境影響評価手続中の風力発電事業と区域が重複
していることから、他事業者による風力発電事業との累積的影響や並行的に行われる現地調査
に伴う人為的な攪乱による動植物への影響が懸念される。 このため、対象事業実施区域の設定
や調査手法等に関して事業者間で十分な協議、調整を行うとともに、他事業者から必要な情報
を入手した上で、 2の個別的事項に示すとおり、本事業との累積的影響について適切に調査、
予測及び評価を実施すること。

また、他事業者に累積的影響の検討に必要な情報提供を依頼する場合は、本事業の環境影響
評価に関する情報を他事業者に提供するなど、関係する事業者間で相互に環境保全のための有
用な情報共有が図られるよう努めること。

(3)今後の手続きに当たっては、住民及び関係団体等への精極的な情報提供や説明などにより、
相互理解の促進に努めること。

(4)インターネットによる環境影響評価図書の公表に当たっては、広く環境の保全の観点からの
意見を求められるよう、印刷可能な状態にすることや、 環境影響評価図書の内容の継続性を勘
案し、法令に基づく縦覧期間終了後も継続して公表しておくことなどにより、利便性の向上に
努めること。










